	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	第６ 介護給付費又は訓
　 練等給付費の算定及
び取扱い
１　基本事項
２　障害福祉サービス費
（１）居宅介護サービス費
１ 居宅における身体介護が中心である場合
２ 通院等介助(身体介護を伴う場合)が中心である場合
	（１）指定居宅介護（重度訪問介護、同行援護、行動援護）に要する費用の額は、平成18年厚生労働省告示第523号の別表「介護給付費等単位数表」の第1、第2及び第3により算定する単位数に平成18年厚生労働省告示第539号「厚生労働大臣が定める一単位の単価」に定める一単位の単価を乗じて得た額を算定しているか。
（２）（１）の規定により、指定居宅介護（重度訪問介護、同行援護、
行動援護）に要する費用の額を算定した場合において、その額に
1円未満の端数があるときは、その端数金額は切り捨てて算定し
ているか。
（１）居宅における身体介護が中心である場合，通院等介助（身体介護を伴わない場合）が中心である場合及び通院等のための乗車又は降車の介助が中心である場合については，区分1以上に該当する利用者に対して，第2の1に規定する指定居宅介護事業所の従業者が第1の（４）に規定する指定居宅介護を行った場合に，所定単位数を算定しているか。
（２）通院等介助（身体介護を伴う場合）が中心である場合については，次の①及び②のいずれにも該当する支援の度合（障害児にあっては，これに相当する支援の度合）にある利用者に対して，通院等介助（身体介護を伴う場合）が中心である指定居宅介護を行った場合に，所定単位数を算定しているか。
　　①　区分2以上に該当していること。
　　②　平成26年厚生労働省令第5号「障害支援区分に係る市町村審査会による審査及び判定の基準等に関する省令」の別表第一における次のイからホまでに掲げる項目について，それぞれイからホまでに掲げる状態のいずれか一つに認定されていること。
    　イ　歩行　「全面的な支援が必要」
　　　ロ　移乗　「見守り等の支援が必要」，「部分的な支援が必要」
　　　　　又は「全面的な支援が必要」
　　　ハ　移動　「見守り等の支援が必要」，「部分的な支援が必要」
　　　　　又は「全面的な支援が必要」
　　　ニ　排尿　「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」
　　　ホ　排便　「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」
	いる・いない
いる・いない
いる・いない
いる・いない



	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令
	特 記 事 項

	（参考）
別表「介護給付費等単位数表」第１
２(1)　居宅介護サービス費
イ　居宅における身体介護が中心である場合
(1)　所要時間30分未満の場合
(2)　所要時間30分以上1時間未満の場合
(3)　所要時間1時間以上1時間30分未満の場合
(4)　所要時間1時間30分以上2時間未満の場合
(5)　所要時間2時間以上2時間30分未満の場合
(6)　所要時間2時間30分以上3時間未満の場合
(7)　所要時間3時間以上の場合

ロ　通院等介助(身体介護を伴う場合)が中心である場合
(1)　所要時間30分未満の場合
(2)　所要時間30分以上1時間未満の場合
(3)　所要時間1時間以上1時間30分未満の場合
(4)　所要時間1時間30分以上2時間未満の場合
(5)　所要時間2時間以上2時間30分未満の場合
(6)　所要時間2時間30分以上3時間未満の場合
(7)　所要時間3時間以上の場合

注）ロについては，左記の①及び②にのいずれにも該当する支援の度合（障害児にあっては，これに相当する支援の度合）にある利用者に対して，通院等介助（通院等又は官公署（国，都道府県，市町村の機関，外国公館（外国の大使館，公使館，領事館その他これに準ずる施設をいう。）並びに指定地域移行支援事業所、指定地域定着支援事業所、指定特定相談支援事業所及び指定障害児相談支援事業所への移動（公的手続き又は障害福祉サービス利用に係る相談のために利用する場合に限る。以下単に「通院等」という。）のための屋内外における移動等の介助又は，通院先等での受診等の手続き，移動等の介助をいう。）（身体介護を伴う場合）が中心である場合指定居宅の介護を行った場合に所定単位数を算定する。
	平18厚告523の一
平18厚告539
法第29条第3項
平18厚告523の二
平18厚告523の三
平18厚告523の四
平18厚告523
別表第1の1の注1
平18厚告523
別表第1の１の注2

	


	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	３ 家事援助が中心である場合
４ 居宅介護サービス費の算定について
５ 居宅における身体介護

	（３）家事援助が中心である場合については，区分1以上に該当する利用者のうち，単身の世帯に属する利用者又は家族若しくは親族（家族等）と同居している利用者であって，当該家族等の障害，疾病等の理由により，当該利用者又は当該家族等が家事を行うことが困難であるものに対して，家事援助（調理，洗濯，掃除等の家事の援助であって，これを受けなければ日常生活を営むのに支障が生ずる利用者に対して行われるものをいう。）が中心である指定居宅介護を行った場合に，所定単位数を算定しているか。
（４）居宅介護従業者が，指定居宅介護を行った場合に，現に要した時間ではなく，居宅介護計画に位置付けられた内容の指定居宅介護を行うのに要する標準的な時間で所定単位数を算定しているか。
（５）居宅における身体介護が中心である場合については，平成18年厚生労働省告示第548号「厚生労働大臣が定める者」の一に定める者が，居宅における身体介護（入浴，排せつ，食事等の介護をいう。）が中心である指定居宅介護を行った場合に，所定単位数を算定しているか。
　　　ただし，次の①又は②に掲げる場合にあっては，所定単位数に代えて，それぞれ①又は②に掲げる単位数を算定しているか。
　　①　平成18年厚生労働省告示第548号「厚生労働大臣が定める者」の二に定める者が居宅における身体介護が中心である指定居宅介護を行った場合
　　　　所定単位数の100分の70に相当する単位数
　　②　平成18年厚生労働省告示第548号「厚生労働大臣が定める者」の四に定める者が居宅における身体介護が中心である指定居宅介護を行った場合
　　　　次のイ又はロに掲げる所要時間に応じ，それぞれイ又はロに掲げる単位数
    　イ　所要時間3時間未満の場合
　　　　　平成18年厚生労働省告示第523号の別表「介護給付費等単位数表」第2の1（重度訪問介護サービス費）に規定する所定単位数
　　　ロ　所要時間3時間以上の場合
　　　　　635単位に所要時間3時間から計算して所要時間30分を増すごとに86単位を加算した単位数

	いる・いない
いる・いない
いる・いない
いる・いない



	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令
	特 記 事 項

	ハ　家事援助が中心である場合
(1)　所要時間30分未満の場合　　　　　　　　　 　　
(2)　所要時間30分以上45分未満の場合　　　　　　　
(3)　所要時間45分以上1時間未満の場合　　　　　 　
(4)　所要時間1時間以上1時間15分未満の場合　     
(5)　所要時間1時間15分以上1時間30分未満の場合　
(6)　所要時間1時間30分以上の場合

	平18厚告523
別表第1の１の注3
平18厚告523
別表第1の１の注4
平18厚告523
別表第1の１の注5
平18厚告548の一
平18厚告548の二
平18厚告548の四
平18厚告523
別表第2の1
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	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	６ 通院等介助（身体介護を伴う場合）
７ 家事援助
８ 通院等介助（身体介護を伴わない場合）
	（６）通院等介助（身体介護を伴う場合）が中心である場合については，平成18年厚生労働省告示第548号「厚生労働大臣が定める者」の一に定める者が，通院等介助（身体介護を伴う場合）が中心である指定居宅介護等を行った場合に，所定単位数を算定しているか。
　　　ただし，次の①又は②に掲げる場合にあっては，所定単位数に代えて，それぞれ①又は②に掲げる単位数を算定しているか。
　　①　平成18年厚生労働省告示第548号「厚生労働大臣が定める者」の三に定める者が通院等介助（身体介護を伴う場合）が中心である指定居宅介護を行った場合
　　　　所定単位数の100分の70に相当する単位数
　　②　平成18年厚生労働省告示第548号「厚生労働大臣が定める者」の四に定める者が通院等介助（身体介護を伴う場合）が中心である指定居宅介護を行った場合
　　　　次のイ又はロに掲げる所要時間に応じ，それぞれイ又はロに掲げる単位数
    　イ　所要時間3時間未満の場合
　　　　　平成18年厚生労働省告示第523号の別表「介護給付費等単位数表」の第2の１（重度訪問介護サービス費）に規定する所定単位数
　　　ロ　所要時間3時間以上の場合
　　　　　635単位に所要時間3時間から計算して所要時間30分を増すごとに86単位を加算した単位数
（７）家事援助が中心である場合については，平成18年厚生労働省告示第548号「厚生労働大臣が定める者」の四の二に定める者が，家事援助が中心である指定居宅介護を行った場合に，所定単位数を算定しているか。
　　　ただし，平成18年厚生労働省告示第548号「厚生労働大臣が定める者」の五に定める者が家事援助が中心である指定居宅介護を行った場合にあっては，所定単位数に代えて，所定単位数の100分の90に相当する単位数を算定しているか。
（８）通院等介助（身体介護を伴わない場合）が中心である場合については，平成18年厚生労働省告示第548号「厚生労働大臣が定める者」の四の二に定める者が，通院等介助（身体介護を伴わない場合）が中心である指定居宅介護を行った場合に，所定単位数を算定しているか。
　　　ただし，平成18年厚生労働省告示第548号「厚生労働大臣が定める者」の六に定める者が，通院等介助（身体介護を伴わない場合）が中心である指定居宅介護を行った場合にあっては，所定単位数に代えて，所定単位数の100分の90に相当する単位数を算定しているか。
	いる・いない
いる・いない
いる・いない
いる・いない
いる・いない
いる・いない


	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令
	特 記 事 項

	ニ　通院等介助(身体介護を伴わない場合)が中心である場合
(1)　所要時間30分未満の場合　                
(2)　所要時間30分以上1時間未満の場合　      
(3)　所要時間1時間以上1時間30分未満の場合  
(4)　所要時間1時間30分以上の場合
	平18厚告523
別表第1の１の注6
平18厚告548の一
平18厚告548の三
平18厚告548の四
平18厚告523
別表第2の1
平18厚告523
別表第1の１の注7
平18厚告548の四の二及び五
平18厚告523
別表第1の１の注8
平18厚告548の四の二及び六

	

	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	９ 通院等乗降介助
９－２ 初任者研修課程修了者が作成した居宅介護計画に基づき提供する場合
９－３ 事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物の利用者２０人以上にサービスを行う場合】
１０ ２人の居宅介護従事者による場合

	（９）通院等のための乗車又は降車の介助が中心である場合については，平成18年厚生労働省告示第548号「厚生労働大臣が定める者」の一に定める者が，通院等のため，自らの運転する車両への乗車又は降車の介助を行うとともに，併せて，乗車前若しくは降車後の屋内外における移動等の介助又は通院先での受診等の手続，移動等の介助を行った場合に，1回につき所定単位数を算定しているか。
　　　ただし，平成18年厚生労働省告示第548号「厚生労働大臣が定める者」の六に定める者が，通院等のための乗車又は降車の介助が中心である指定居宅介護を行った場合にあっては，所定単位数に代えて，所定単位数の100分の90に相当する単位数を算定しているか。
（９）－２
　　平成18年厚生労働省告示第548号「厚生労働大臣が定める者」の六の二に定める者をサービス提供責任者として配置している指定居宅介護事業所，共生型居宅介護事業所又は基準該当居宅介護事業所（以下「指定居宅介護事業所等」という。）において，当該サービス提供責任者が作成した居宅介護計画に基づいて指定居宅介護等を行う場合は，１回につき所定単位数の100分の70に相当する単位数を算定しているか。
（９）－３
　　指定居宅介護事業所等の所在する建物と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定居宅介護事業所等と同一の建物（以下この項において「同一敷地内建物等」という。）に居住する利用者（指定居宅介護事業所等における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に50人以上居住する建物に居住する者を除く。）又は指定居宅介護事業所等における１月当たりの利用者が同一の建物に20人以上居住する建物（同一敷地内建物等を除く。）に居住する者に対して，指定居宅介護等を行った場合は，所定単位数に代えて，所定単位数の100分の90に相当する単位数を算定し，指定居宅介護事業所等における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に50人以上居住する建物に居住する者に対して，指定居宅介護等を行った場合は，所定単位数に代えて，所定単位数の100分85のに相当する単位数を算定しているか。
（１０）平成18年厚生労働省告示第546号「厚生労働大臣が定める要件」を満たす場合であって，同時に2人の居宅介護従業者が1人の利用者に対して指定居宅介護を行った場合に，それぞれの居宅介護従業者が行う指定居宅介護につき所定単位数の100分の200を算定しているか。

	いる・いない
いる・いない
いる・いない
いる・いない
いる・いない


	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令
	特 記 事 項

	ホ　通院等のための乗車又は降車の介助が中心である場合

○「居宅介護職員初任者研修課程の研修を修了した者であって，３
年以上介護等の業務に従事したものをサービス提供責任者とす
る取扱いは暫定的なものとされており，サービス提供責任者の質
の向上を図る観点から，将来に向け当該暫定措置を解消すること
としている。
　このため，事業所において，居宅介護初任者研修課程修了者を
サービス提供責任者として配置しており，かつ，当該者が作成し
た居宅介護計画に基づいてサービス提供した場合は，居宅介護サ
ービス費を減算することとされている。
　当該者を配置する指定居宅介護事業所等は，早期にこれらの者に
介護福祉士の資格取得等をさせるよう努めること。
○２人の従業者により居宅介護等を行うことについて利用者から
同意を得ている場合であっても，次の①から③までのいすれかに
該当する場合とする。
①障害者等の身体的理由により１人の従業者による介護が困難
　と認められる場合。
②暴力行為，著しい迷惑行為，器物破損行為等が認められる場合
③その他障害者等の状況等から判断して，第1号又は前号に準ず
　ると認められる場合。
	平18厚告523
別表第1の１の注9
平18厚告548の一及び六
平18厚告523

別表第1の１の注9の2

平18厚告548の六の二
平18厚告523
別表第1の１の注9の3
平18厚告523
別表第1の１の注10
平18厚告546
	


	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	１１ 夜間もしくは早朝の場合又は深夜の場合
１２ 特定事業所加算

１３ 特別地域加算

１４ 緊急時対応加算
１５ 地域生活拠点等に係る加算
１６ 身体拘束等の廃止・適正化のための取組が適切に行われていない場合の減算
	（１１） 夜間（午後6時から午後10時まで）又は早朝（午前6時から午前8時まで）に指定居宅介護を行った場合にあっては，1回につき所定単位数の100分の25に相当する単位数を所定単位数に加算し，深夜（午後10時から午前6時まで）に指定居宅介護を行った場合にあっては，1回につき所定単位数の100分の50に相当する単位数を所定単位数に加算しているか。
（１２） 平成18年厚生労働省告示第543号「厚生労働大臣が定める基準」の一に適合しているものとして市長に届け出た指定居宅介護事業所又は共生型居宅介護事業所が，サービスを行った場合にあっては，当該基準に掲げる区分に従い，1回につき「チェックポイント欄」に掲げる単位数を所定単位数に加算しているか。ただし，「チェックポイント欄」に掲げるいずれかの加算を算定している場合にあっては，次に掲げるその他の加算は算定しない。
（１３） 平成21年厚生労働省告示第176号「厚生労働大臣が定める地域」に居住している利用者に対して，指定居宅介護事業所等の居宅介護従業者が指定居宅介護等を行った場合にあっては，1回につき所定単位数の100分の15に相当する単位数を所定単位数に加算しているか。
（１４） 居宅介護サービス費のイ及びロについては，利用者又はその家族等からの要請に基づき，指定居宅介護事業所等のサービス提供責任者が居宅介護計画の変更を行い，当該指定居宅介護事業所等の居宅介護従事者が当該利用者の居宅介護計画において計画的に訪問することとなっていない指定居宅介護等を緊急に行った場合にあっては，利用者1人に対し，1月につき2回を限度として，1回につき100単位を加算しているか。

（１５）（14）の加算が算定されている指定居宅介護支援事業所等が，別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして市長に届け出た場合に，更に１回につき所定単位数に50単位を加算しているか。
（１６） 指定障害福祉サービス基準第35条の2第2項又は第3項（指
　　定障害福祉サービス基準第43条の4において準用する場合を含む。）
に規定する基準を満たしていない場合は，１日につき５単位を所定単位数から減算しているか。

　　ただし，令和５年３月３１日までの間は､当該基準を満たしてい
　　ない場合であっても減算しない。
	いる・いない
いる・いない

いる・いない
いる・いない
いる・いない
いる・いない

	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令
	特 記 事 項

	(1)　特定事業所加算(Ⅰ)

　　　　　　　　　所定単位数の100分の20に相当する単位数

(2)　特定事業所加算(Ⅱ)

所定単位数の100分の10に相当する単位数

(3)　特定事業所加算(Ⅲ)

所定単位数の100分の10に相当する単位数

(4)　特定事業所加算(Ⅳ)

所定単位数の100分の5に相当する単位数

○１日につき５単位を所定単位数から減算。
なお、複数の減算事由に該当する場合であっても，１月につき５
単位を所定単位数から減算する。

事実が生じた場合であって，速やかに改善計画を市長に提出した
後，事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況を市
長に報告することとし、事実が生じた月の翌月から改善が認めら
れた月までの間について，利用者全員について所定単位数から減
算すること。これは適正なサービスの提供を確保するための規定
であり，事業所は身体拘束等の廃止を図るよう努めるものとす
る。
	平18厚告523
別表第1の１の注11
平18厚告523
別表第1の１の注12
平18厚告543の一
平18厚告523
別表第1の１の注13

平21厚告176

平18厚告523
別表第1の１の注4
平18厚告523

別表第1の１の注15
平18厚告523

別表第1の１の注16
	

	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	１７
(２) 初回加算

(３) 利用者負担上限額管理加算

(４) 喀痰吸引等支援体制加算

（４）－２ 福祉専門職員等連携加算

	（１７）利用者が居宅介護以外の障害福祉サービスを受けている間（共同生活介護サービス費（５）又は日中サービス支援型共同生活援助サービス費（６）若しくは（７）の適用を受けている間（指定障害福祉サービス基準附則第18条の2第1項又は第2項の規定の適用を受けている利用者に限る。）を除く。）又は指定通所支援(児童福祉法(昭和22年法律第164号)第6条の2の2第1項に規定する指定通所支援をいう。以下同じ。)若しくは障害児入所支援(同法第7条第2項に規定する障害児入所支援をいう。以下同じ。)を受けている間に，居宅介護サービス費を算定していないか。
指定居宅介護事業所等において，新規に居宅介護計画を作成した利用者に対して，サービス提供責任者が初回若しくは初回の指定居宅介護等を行った日の属する月に指定居宅介護等を行った場合又は当該指定居宅介護事業所等のその他の居宅介護従業者が初回若しくは初回の指定居宅介護等を行った日の属する月に指定居宅介護等を行った際にサービス提供責任者が同行した場合に，1月につき所定単位数を加算しているか。
指定障害福祉サービス基準第5条第1項に規定する指定居宅介護事業者又は共生型居宅介護の事業を行う者が，指定障害福祉サービス基準第22条（指定障害福祉サービス基準第43条の4において準用する場合を含む。）に規定する利用者負担額合計額の管理を行った場合に，1月につき所定単位数を加算しているか。
指定居宅介護事業所等において，喀痰吸引等が必要な者に対して，登録特定行為事業者の認定特定行為業務従事者が，喀痰吸引等を行った場合に，1日につき所定単位数を加算しているか。

ただし，（１２）の特定事業所加算(Ⅰ)を算定している場合は，算定しない。
サービス提供責任者がサービス事業所、障害者支援施設等、医療機関等の社会福祉士等に同行して利用者の居宅を訪問し、心身の状況等の評価を当該社会福祉士等と共同して行い、かつ、居宅介護計画を作成した場合であって、当該社会福祉士等と連携して居宅介護計画に基づく居宅介護等を行った場合に所定単位数を加算しているか。

	いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない




	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令
	特 記 事 項

	初回加算　200単位

　利用者が過去２月に，当該事業所から指定居宅介護等の提供を受
けていない場合に算定。
利用者負担上限額管理加算　150単位

「利用者負担額合計額の管理を行った場合」とは，利用者が，利用者負担合計額の管理を行う指定障害福祉サービス事業所又は指定障害者支援施設等又は共生型障害福祉サービス事業所以外の障害福祉サービスを受けた際に，上限額管理を行う事業所等が当該利用者の負担額合計額の管理を行った場合をいう。
喀痰吸引等支援体制加算 100単位

福祉専門職員等連携加算564単位
初回の居宅介護等が行われた日から起算して90日の間、3回を
限度として、1回につき所定単位数を加算


	平18厚告523
別表第1の１の注17
平18厚告523
別表第1の2の注
平18厚告523
別表第1の3の注
平18厚告523

別表第1の4の注
平18厚告523
別表第1の4の2の注

	

	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	（５） 福祉・介護職員処遇改善加算

（６） 福祉・介護職員処遇改善特別加算
（令和３年度廃止）
（７） 福祉・介護職員等特定処遇改善加算


	平成18年厚生労働省告示第543号「厚生労働大臣が定める基準」の二に適合している福祉・介護職員の賃金の改善等を実施しているものとして市長に届け出た指定居宅介護事業所等が，利用者に対し，指定居宅介護等を行った場合に，当該基準に掲げる区分に従い，令和６年３月３１日までの間「チェックポイント欄」に掲げる単位数を所定単位数に加算しているか。
ただし，「チェックポイント欄」に掲げるいずれかの加算を算定している場合にあっては，「チェックポイント欄」に掲げるその他の加算は算定しない。
※（Ⅳ）及び（Ⅴ）については廃止。ただし、令和３年３月末時点で同加算を算定している事業所については、１年間の経過措置期間を設ける。
平成18年厚生労働省告示第548号「厚生労働大臣が定める基準」の三に適合している福祉・介護職員を中心とした従業者の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事又は市町村長に届け出た指定居宅介護事業所等が，利用者に対し，指定居宅介護等を行った場合に，（１）から１－（４）－２までにより算定した単位数の1000分の41に相当する単位数を所定単位数に加算しているか。

ただし，（５）の福祉・介護職員処遇改善加算を算定している場合にあっては，算定しない。
※福祉・介護職員処遇改善特別加算については廃止。ただし、令和３年３月末時点で同加算を算定している事業所については、１年間の経過措置期間を設ける。
注　平成18年厚生労働省告示第543号「厚生労働大臣が定める基準」の三の二に適合している福祉・介護職員を中心とした従業者の賃金の改善等を実施しているものとして市長に届け出た指定居宅介護事業所等が、利用者に対し、指定居宅介護等を行った場合に、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算しているか。
ただし、次に掲げる一方の加算を算定している場合にあっては、次に掲げる他方の加算は算定しない。
イ　福祉・介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ)
 （１）から（４）－２までにより算定した単位数の1000分の70 に相当する単位数
ロ　福祉・介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) 
（１）から（４）－２までにより算定した単位数の1000分の55に相当する単位数
	いる・いない

該当・非該当
いる・いない
該当・非該当
いる・いない



	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令
	特 記 事 項

	福祉・介護職員処遇改善加算

イ　福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅰ)
（１）から（４）－２までにより算定した単位数の1000分の274に相当する単位数
ロ　福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅱ)
イより算定した単位数の1000分の200 に相当する単位数
ハ　福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅲ)
イにより算定した単位数の1000分の111 に相当する単位数
ニ　福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅳ)
ハにより算定した単位数の100分の90に相当する単位数
（令和３年度から廃止、経過措置あり）
ホ　福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅴ)
ハにより算定した単位数の100分の80に相当する単位数
（令和３年度から廃止、経過措置あり）


	平18厚告523
別表第1の5の注
平18厚告543の二
平18厚告523
別表第1の６の注
平18厚告543の三
平18厚告543の三の２

	


	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	（１）重度訪問介護サービス費
○ 重度訪問介護サービス費
１ 重度訪問介護の中で居
　宅における入浴、排せつ
又は食事の介護等及び
外出（通勤、営業活動等
に係る外出、通年かつ長
期にわたる外出及び社会
通念上適当でない外出を
除く。）時における移動
中の介護を行った場合
２ 重度訪問介護サービス
　費の算定について

	（１）区分４以上に該当し、次の①又は②のいずれかに該当する利用者に対して，重度訪問介護従業者が，居宅又は外出時において重度訪問介護に係る指定障害福祉サービス（以下「指定重度訪問介護」という。）、共生型重度訪問介護を行った場合に，所定単位数を算定しているか。
　①　次のイ及びロのいずれにも該当していること。

　イ　2肢以上に麻痺等があること。
　 ロ　平成26年厚生労働省令第5号「障害支援区分に係る市町村
審査会による審査及び判定の基準等に関する省令」の別表第一の認定調査票（認定調査票）における次のaからdまでに掲げる調査項目について，それぞれaからdまでに掲げる状況のいずれか1つに認定されていること。
   　ａ　歩行　「見守り等の支援が必要」、「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」
　　ｂ　移乗　「見守り等の支援が必要」、「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」
　　 
C　排尿　「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」
　　 ⅾ　排便　「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」

②　別に厚生労働大臣が定める基準を満たしていること。
（２）平成18年9月30日において現に日常生活支援（廃止前の障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービス及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成18年厚生労働省告示第169号）別表介護給付費等単位数表（旧介護給付費等単位数表）の1の注5に規定する日常生活支援をいう。）の支給決定を受けている利用者のうち，次の①又は②のいずれにも該当する者に対して，指定重度訪問介護を行った場合に，障害支援区分の認定が効力を有する期間内に限り，所定単位数を算定しているか。
　　①　区分3以上に該当していること。
　　②　日常生活支援及び旧介護給付費等単位数表の５の注１に規定する指定外出介護等の支給量の合計が125時間を超えていること。
	いる・いない

いる・いない


	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令
	特 記 事 項

	（参考）
別表「介護給付費等単位数表」第２
１　重度訪問介護サービス費
　イ　所要時間1時間未満の場合

　ロ　所要時間1時間以上1時間30分未満の場合

　ハ　所要時間1時間30分以上2時間未満の場合

　ニ　所要時間2時間以上2時間30分未満の場合

　ホ　所要時間2時間30分以上3時間未満の場合

　ヘ　所要時間3時間以上3時間30分未満の場合
　ト　所要時間3時間30分以上4時間未満の場合

　チ　所要時間4時間以上8時間未満の場合

　リ　所要時間8時間以上12時間未満の場合

　ヌ　所要時間12時間以上16時間未満の場合

　ル　所要時間16時間以上20時間未満の場合

ヲ　所要時間20時間以上24時間未満の場合

○別に厚生労働大臣が定める基準
（平成18年厚生労働省告示第543・第4号）
障害支援区分に係る市町村審査会による審査及び判定の基準等
に関する省令第1条第1項に規定する障害支援区分認定調査の結
果に基づき，同令別表第1における調査項目中，「行動関連項目」
について，別表第2に掲げる行動関連項目の欄の区分に応じ，そ
の行動関連項目が見られる頻度等をそれぞれ同表の０点の欄か
ら２点の欄までに当てはめて算出した点数の合計が１０点以上
であること。
	平18厚告523
別表第2の１の注１
平26厚令5 別表第一

平18厚告543の四
平18厚告523

別表第2の１の注2

	

	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	２－２ 医療法第１条の５
　第１項に規定する病　　院、同条第２項に規定　　する診療所若しくは同法第２条第１項に規定する助産所又は介護保険法第８条第２８項に規定する介護老人保健施設若しくは同条第２９項に規定する介護医療院（以下「病院等」という。）に入院又は入所
をしている障害者に対して、重度訪問介護の中で病院等における意思疎通の支援その他の必要な支援を行った場合
３ 重度訪問介護の所要時
　間について
４ その他
５ 重度障害者等の場合
	（２）－２　（１）の①又は②に掲げる者であって，区分6に該当
し，かつ，病院等へ入院又は入所をする前から重度訪問介護を
受けていた利用者に対して，当該利用者との意思疎通を図るこ
とができる重度訪問介護従業者が，当該病院等と連携し，病院
等において指定重度訪問介護を行った場合に，入院又は入所を
した病院等において利用を開始した日から起算して，90日以内の期間に限り，所定単位数を算定しているか。
　　　ただし，90日を超える期間に行われた場合であっても，入院
　　又は入所をしている間引き続き支援することが必要であると市
　　長が認めた利用者に対しては，所定単位数に代えて，所定単位
数の100分の80に相当する単位数を算定できるものとする。
（３）指定重度訪問介護を行った場合に，現に要した時間ではなく，重度訪問介護計画に位置付けられた内容の指定重度訪問介護を行うのに要する標準的な時間で所定単位数を算定しているか。
（４）平成18年厚生労働省告示第548号「厚生労働大臣が定める者」の七に定める者が，指定重度訪問介護を行った場合に，所定単位数を算定しているか。
（５）平成18年厚生労働省告示第548号「厚生労働大臣が定める者」の八に定める者が，平18厚生労働省告示第523号の別表第8の１注１の(1)に規定する利用者の支援の度合に相当する心身の状態にある者につき，指定重度訪問介護を行った場合に所定単位数の100分の15に相当する単位数を所定単位数に加算しているか。

	いる・いない
いる・いない
いる・いない
いる・いない


	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令
	特 記 事 項

	○９０日以上利用減算
○重度訪問介護については，派遣される従業者の種別により所定単
位数が異なる場合があることから，重度訪問介護計画におけるサ
ービス内容の記載に当たっては，派遣される従業者の種別につい
ても記載すること。

	平18厚告523
別表第2の1の注2の2
平18厚告523
別表第2の１の注3
平18厚告523
別表第2の１の注4
平18厚告548の七
平18厚告523
別表第2の１の注5
平18厚告548の八


	

	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	６ 障害支援区分６に該当
　する者の場合

７ ２人の重度訪問介護従
業者による場合
８ 夜間もしくは早朝の場
　合又は深夜の場合
９ 特定事業所加算
１０ 特別地域加算
	（６）平成18年厚生労働省告示第548号「厚生労働大臣が定める者」の八に定める者が，区分6に該当する者につき，指定重度訪問介護を行った場合に，所定単位数の100分の8.5に相当する単位数を所定単位数に加算しているか。
（７）平成18年厚生労働省告示第546号「厚生労働大臣が定める要件」の一に定める要件を満たす場合であって，同時に2人の重度訪問介護従業者が1人の利用者に対して指定重度訪問介護を行った場合に，それぞれの重度訪問介護従業者が行う指定重度訪問介護につき所定単位数を算定しているか。
　　　ただし，平成18年厚生労働省告示第546号「厚生労働大臣が定める要件」の二に定める要件を満たす場合は，それぞれの重度訪問介護従業者が行う指定重度訪問介護につき，所要時間120時間以内に限り，所定単位数に代えて所定単位数の100分の85に相当する単位数を算定すること。

（８）夜間（午後6時から午後10時まで）又は早朝（午前6時から午前8時まで）に指定重度訪問介護を行った場合にあっては，1回につき所定単位数の100分の25に相当する単位数を所定単位数に加算し，深夜（午後10時から午前6時まで）に指定重度訪問介護を行った場合にあっては，1回につき所定単位数の100分の50に相当する単位数を所定単位数に加算しているか。
（９）平成18年厚生労働省告示第543号「厚生労働大臣が定める基準」の五に適合しているものとして市長に届け出た指定重度訪問介護事業所又は共生型重度訪問介護事業所が，サービスを行った場合にあっては，当該基準に掲げる区分に従い，1回につき「チェックポイント欄」に掲げる単位数を所定単位数に加算しているか。ただし，「チェックポイント欄」に掲げるいずれかの加算を算定している場合にあっては，次に掲げるその他の加算は算定しない。
（１０）平成21年厚生労働省告示第176号「厚生労働大臣が定める地域」に居住している利用者に対して，指定重度訪問介護事業所等の重度訪問介護従業者が指定重度訪問介護等を行った場合にあっては，1回につき所定単位数の100分の15に相当する単位数を所定単位数に加算しているか。

	いる・いない
いる・いない
いる・いない
いる・いない

	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令
	特 記 事 項

	○２人の従業者により，重度訪問介護を行うことについて利用者の
　同意を得ている場合であって，次の①及び②のいずれにも該当す
　る場合とする。
　①介護給付費等単位数表の第2の1の注10に規定する指定重度訪問介護事業所等が新規に採用した従業者が，区分６の利用者の支援に１年以上従事することが見込まれる場合。
　②当該利用者への支援に熟練した指定重度訪問介護事業所等の従業者の同行が必要であると認められる場合。
(1)　特定事業所加算(Ⅰ)

　　　　　　　　　所定単位数の100分の20に相当する単位数

(2)　特定事業所加算(Ⅱ)

所定単位数の100分の10に相当する単位数

(3)　特定事業所加算(Ⅲ)

所定単位数の100分の10に相当する単位数


	平18厚告523
別表第2の１の注6
平18厚告548の八
平18厚告523
別表第2の１の注7
平18厚告546の一・二
平18厚告523
別表第2の１の注8
平18厚告523
別表第2の１の注9
平18厚告543の五
平18厚告523
別表第2の１の注10

平21厚告176


	

	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	１１ 緊急時対応加算
１２ 地域生活拠点等に係る加算
１３ 身体拘束等の廃止・
適正化のための取組が適切に行われていない場合の減算
１４
（２）移動介護加算
２人の重度訪問介護従業者による場合
	（１１）　利用者又はその家族等からの要請に基づき，指定重度訪問介護事業所等のサービス提供責任者が重度訪問介護計画の変更を行い，当該指定重度訪問介護事業所等の重度訪問介護従事者が当該利用者の重度訪問介護計画において計画的に訪問することとなっていない指定重度訪問介護等を緊急に行った場合にあっては，利用者1人に対し，1月につき2回を限度として，1回につき100単位を加算しているか。

（１２）（11）の加算が算定されている指定重度訪問介護支援事業所
等が，別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているもの
として市長に届け出た場合に，更に１回につき所定単位数に50
単位を加算しているか。
（１３） 指定障害福祉サービス基準第43条第1項又は第43条の4
において準用する指定障害福祉サービス基準第35条の2第2項
又は第3項に規定する基準を満たしていない場合は，１日につ
き５単位を所定単位数から減算しているか。

　　ただし，令和５年３月３１日までの間は､当該基準を満たしてい　
　　ない場合であっても減算しない。
（１４）利用者が重度訪問介護又は療養介護以外の障害福祉サービスを受けている間（共同生活介護サービス費（５）又は日中サービス支援型共同生活援助サービス費（６）若しくは（７）の適用を受けている間（指定障害福祉サービス基準附則第18条の2第1項又は第2項の規定の適用を受けている利用者に限る。）を除く。）を受けている間に，重度訪問介護サービス費を算定していないか。
（１）利用者に対して，外出時における移動中の介護を行った場合
に，現に要した時間ではなく，重度訪問介護計画に位置付けら
れた内　　容の外出時における移動中の介護を行うのに要する
時間で所定単位数を加算しているか。

（２）平成18年厚生労働省告示第546号「厚生労働大臣が定める要件」の一に定める要件を満たす場合であって，同時に2人の重度訪問介護従業者が1人の利用者に対して移動中の介護を行った場合に，それぞれの重度訪問介護従業者が行う移動中の介護につき所定単位数を算定しているか。
　　　ただし，平成18年厚生労働省告示第546号「厚生労働大臣が定める要件」の二に定める要件を満たす場合は，それぞれの重度訪問介護従業者が行う指定重度訪問介護につき，所定単位数に代えて所定単位数の100分の85に相当する単位数を算定すること。
	いる・いない
いる・いない
いる・いない
いる・いない
いる・いない
いる・いない

	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令
	特 記 事 項

	　イ　所要時間1時間未満の場合　　　　　　　　　 １００単位

　ロ　所要時間1時間以上1時間30分未満の場合　　１２５単位

　ハ　所要時間1時間30分以上2時間未満の場合　　１５０単位

　ニ　所要時間2時間以上2時間30分未満の場合　　１７５単位

　ホ　所要時間2時間30分以上3時間未満の場合　　２００単位

　ヘ　所要時間3時間以上3時間30分未満の場合　　２５０単位

	平18厚告523
別表第2の１の注11
平18厚告523
別表第2の１の注12 
平18厚告523
別表第2の１の注13
平18厚告523
別表第2の１の注14 

平18厚告523
別表第2の2の注1
平18厚告523
別表第2の2の注2
平18厚告546の一・二

	

	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　点
	自 己 評 価

	（２）－２ 移動介護緊急
時支援加算
（３）初回加算
（４） 利用者負担上限

額管理加算

（５） 喀痰吸引等支援体制加算
（５）の２ 行動障害支援連携加算

	（２）－２ 重度訪問介護従業者が，利用者を自らの運転する車両に
　　乗車させて走行する場合であって，外出時における移動中の介護
　　を行う一環として，当該利用者からの要請等に基づき，当該車両
　　を駐停車して，喀痰吸引，体位交換その他の必要な支援を緊急に
　　行った場合には，利用者１人に対し，１日につき所定単位数を
　　加算しているか。

（３） 指定重度訪問介護事業所等において，新規に重度訪問介護計
画を作成した利用者に対して，サービス提供責任者が初回若し
くは初回の指定重度訪問介護等を行った日の属する月に指定重
度訪問介護等を行った場合又は当該指定重度訪問介護事業所等
のその他の重度訪問介護従業者が初回若しくは初回の指定重度
訪問介護等を行った日の属する月に指定重度訪問介護等を行っ
た際にサービス提供責任者が同行した場合に，1月につき所定
単位数を加算しているか。
（４） 指定重度訪問介護事業者又は共生型重度訪問介護事業者が，
指定障害福祉サービス基準第43条第1項又は第43条の4において準用する指定障害福祉サービス基準第22条に規定する利用者負担額合計額の管理を行った場合に，1月につき所定単位数を加算しているか。
（５） 指定重度訪問介護事業所等において，喀痰吸引等が必要な者
に対して，登録特定行為事業者の認定特定行為従事者が，喀痰吸引等を行った場合に，1日につき所定単位数を加算ているか。

ただし，（２）－２又は（９）の特定事業所加算(Ⅰ)を算定している場合は，算定しない。
（５）－２ サービス提供責任者が支援計画シート及び支援手順書（以
　　下「支援計画シート等」という。）作成者に同行して利用者の居宅を訪問し、利用者の心身状況等の評価を当該作成者と共同で行い，かつ，重度訪問介護計画を作成した場合であって，当該作成者と連携し，当該重度訪問介護計画に基づく指定重度訪問介護等を行った場合に初回の指定重度訪問介護等が行われた日から起算して30日の間，１回を限度として，所定単位数を算定しているか。

	いる・いない
いる・いない
いる・いない
いる・いない
いる・いない


	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令
	特 記 事 項

	○移動介護緊急時支援加算　240単位

○本加算は，重度訪問介護従業者が利用者を自らの運転する車両に
　乗車させて走行させる場合であって，当該車両を駐停車して，必
　要な支援を緊急に行った場合のものであり，所定単位数を算定す
るに当たっては，道路運送法等他の法令等に留意すること。
○「その他の必要な支援」とは，常時介護を要する者の障害の特性
　に起因して生じうる緊急の支援であり，例えば重度の知的障害又
　は精神障害により行動上著しい困難を有する障害者に対する制
　御的対応などをいう。
○一日に複数の事業者が同一利用者に対して，移動介護緊急時支援
加算を算定する場合は，事業者がそれぞれ所定単位数を算定す
る。
○初回加算　200単位

　利用者が過去２月に，当該事業所から指定重度訪問介護等の提供
を受けていない場合に算定
○利用者負担上限額管理加算　150単位
「利用者負担額合計額の管理を行った場合」とは，利用者が，利
用者負担合計額の管理を行う指定障害福祉サービス事業所又は指定障害者支援施設等又は共生型障害福祉サービス事業所以外の障害福祉サービスを受けた際に，上限額管理を行う事業所等が当該利用者の負担額合計額の管理を行った場合をいう。
○喀痰吸引等支援体制加算　100単位
○行動障害支援連携加算584単位

初回の重度訪問介護等が行われた日から起算して30日の間、

1回を限度として、所定単位数を加算


	平18厚告523
別表第2の2の注2の2
平18厚告523
別表第2の3の注
平18厚告523
別表第2の4の注
平18厚告523
別表第2の5の注
平18厚告523
別表第2の5の2の注

	

	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	（６）福祉・介護職員処遇改善加算
（７）福祉・介護職員処遇改善特別加算
（令和３年度廃止）
（８）福祉・介護職員等特定処遇改善加算

	（６） 平成18年厚生労働省告示第543号「厚生労働大臣が定める基
準」の六に適合している福祉・介護職員の賃金の改善等を実施し
ているものとして市長に届け出た指定重度訪問介護事業所等が，
利用者に対し，指定重度訪問介護等を行った場合に，当該基準に
掲げる区分に従い，令和６年３月３１日までの間「チェックポイン
ト」欄に掲げる単位数を所定単位数に加算しているか。

ただし，「チェックポイント」欄に掲げるいずれかの加算を算定し
ている場合にあっては，次に掲げるその他の加算は算定しない。
※（Ⅳ）及び（Ⅴ）については廃止。ただし、令和３年３月末時点で同加算を算定している事業所については、１年間の経過措置期間を設ける。
平成18年厚生労働省告示第548号「厚生労働大臣が定める基準」の六に適合している福祉・介護職員を中心とした従業者の賃金の改善等を実施しているものとして市長に届け出た指定重度訪問介護事業所等が，利用者に対し，指定重度訪問介護等を行った場合に，（１）から（５）の２までにより算定した単位数の1000分の26に相当する単位数を所定単位数に加算しているか。

ただし，（６）の福祉・介護職員処遇改善加算を算定している場合にあっては，算定しない。
※福祉・介護職員処遇改善特別加算については廃止。ただし、令和３年３月末時点で同加算を算定している事業所については、１年間の経過措置期間を設ける。
（７） 平成18年厚生労働省告示第543号「厚生労働大臣が定める基
準」の七の二に適合している福祉・介護職員を中心とした従業者の賃金の改善等を実施しているものとして市長に届け出た指定重度訪問介護事業所等が、利用者に対し、指定重度訪問介護等を行った場合に、当該基準に掲げる区分に従い、「チェックポイント」欄に掲げる単位数を所定単位数に加算しているか。
ただし、「チェックポイント」欄に掲げる一方の加算を算定している場合にあっては、次に掲げる他方の加算は算定しない。


	いる・いない

いる・いない

該当・非該当
いる・いない

該当・非該当
いる・いない



	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令
	特 記 事 項

	○福祉・介護職員処遇改善加算

イ　福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅰ)
（１）から（５）の２までにより算定した単位数の1000分の200に相当する単位数
ロ　福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅱ)
イにより算定した単位数の1000分の146に相当する単位数
ハ　福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅲ)
イにより算定した単位数の1000分の81に相当する単位数
ニ　福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅳ)
ハにより算定した単位数の100分の90に相当する単位数
　　　（令和３年度から廃止、経過措置あり）
ホ　福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅴ)
ハにより算定した単位数の100分の80に相当する単位数
（令和３年度から廃止、経過措置あり）
○福祉・介護職員等特定処遇改善加算

イ　福祉・介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ)
 　（１）から（５）の２までにより算定した単位数の1000分の
70に相当する単位数
ロ　福祉・介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) 
イにより算定した単位数の1000分の55に相当する単位数
	平18厚告523
別表第2の6の注
平18厚告543の六準用(二)
平18厚告523
別表第2の7の注
平18厚告543の七準用(三)
平18厚告523
別表第2の7の注
平18厚告543の七の2

	

	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　
	自 己 評 価

	（１）同行援護サービス費
○ 同行援護サービス費
１ 同行援護の中で居宅に
おける入浴、排せつ又は
食事の介護等及び外出
（通勤、営業活動等に係
る外出、通年かつ長期に
わたる外出及び社会通
念上適当でない外出を
除く。）時における移動
中の介護を行った場合

２ 同行援護の所要時間に
ついて
３ 基礎研修課程修了者等
により行われる場合
４ 盲ろう者向け通訳・介
助員により行われる場
合
	（１）平成18年厚生労働省告示第543号「厚生労働大臣が定める基準」の八を満たしている利用者に対して，同行援護（外出時において，当該利用者に同行し，移動に必要な情報の提供（代筆・代読を含む。），移動の援護，排せつ及び食事等の介護その他の当該利用者の外出時に必要な援助を行うことをいう。）に係る指定障害福祉サービスの事業を行う者（以下「「指定同行援護事業者」という。）が当該事業を行う事業所に置かれる従業者（以下「同行援護従業者」という。）が同行援護に係る指定障害福祉サービス（以下「指定同行援護」という。）を行った場合に，所定単位数を算定しているか。
（２）指定同行援護等を行った場合に，現に要した時間ではなく，同行援護計画に位置付けられた内容の指定同行援護等を行うのに要する標準的な時間で所定単位数を算定しているか。
（３）平成18年厚生労働省告示第548号「厚生労働大臣が定める者」の九に定める者が，指定同行援護を行った場合に所定単位数を算定しているか。
　　　ただし，同中十に定める者が，指定同行援護を行った場合にあっては，所定単位数に代えて，所定単位数の100分の90に相当する単位数を算定しているか。
（４）平成18年厚生労働省告示第548号「厚生労働大臣が定める者」の十の二に定める者が，平成18年厚生労働省告示第543号「厚生労働大臣が定める基準」の八の二に定める基準を満たしている利用者に対して，指定同行援護を行った場合に所定単位数の100分に25に相当する単位数を所定単位数に加算しているか。

	いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令
	特 記 事 項

	（参考）別表「介護給付費等単位数表」第３
１　同行援護サービス費

イ　所要時間30分未満の場合
ロ　所要時間30分以上1時間未満の場合
ハ　所要時間1時間以上1時間30分未満の場合
ニ　所要時間1時間30分以上2時間未満の場合
ホ　所要時間2時間以上2時間30分未満の場合
ヘ　所要時間2時間30分以上3時間未満の場合
ト　所要時間3時間以上の場合　　　　　　　　

○厚生労働大臣が定める基準（平18厚告543の八）
　別表第1に掲げる調査項目の項の各欄の区分に応じ，それぞれの
調査項目に係る利用者の状況をそれぞれ同表の０点の項から２
点の項までに当てはめて算出した点数のうち，移動障害の欄に
係る点数が１点以上であり，かつ，移動障害以外の欄に係る点数
のいずれかが１点以上であること。
	平18厚告523
別表第3の１の注1

平18厚告543の八
平26厚令5別表第一

平18厚告523
別表第3の１の注2

平18厚告523

　　　　別表第3の1の注3

平18厚告548の九，十
平18厚告523

　　　　別表第3の1の注4

平18厚告548の十の二
平18厚告543の八の二


	

	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	４－２ 障害支援区分３に
　　該当する者の場合
４－３障害支援区分４以上に該当する者の場合
５ ２人の同行援護従業者
　　による場合
６ 夜間もしくは早朝の場
合又は深夜の場合
７ 特定事業所加算
８ 特別地域加算
	（４）－２ 区分3（障害児にあっては、これに相当する支援の度合）に該当する利用者につき、指定同行支援を行った場合に、所定単位数の100分の20に相当する単位数を所定単位数に加算しているか。
（４）－３ 区分4以上（障害児にあっては、これに相当する支援の度合）に該当する利用者につき、指定同行支援を行った場合に、所定単位数の100分の40に相当する単位数を所定単位数に加算しているか。
（５）平成18年厚生労働省告示第546号「厚生労働大臣が定める要件」の一を満たす場合であって，同時に2人の同行援護従業者が1人の利用者に対して指定同行援護を行った場合に，それぞれの同行援護従業者が行う指定同行援護につき所定単位数を算定しているか。

（６）夜間又は早朝に指定同行援護等を行った場合にあっては，1回につき所定単位数の100分の25に相当する単位数を所定単位数に加算し，深夜に指定同行援護を行った場合にあっては，1回につき所定単位数の100分の50に相当する単位数を所定単位数に加算する。
（７）平成18年厚生労働省告示第543号「厚生労働大臣が定める基準」の九に適合しているものとして市長に届け出た指定同行援護事業所において，指定同行援護を行った場合にあっては，当該基準に掲げる区分に従い，1回につき「チェックポイント欄」に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし，「チェックポイント欄」に掲げるいずれかの加算を算定している場合にあっては，次に掲げるその他の加算は算定しない。

（８）平成21年厚生労働省告示第176号「厚生労働大臣が定める地域」に居住している利用者に対して，指定同行援護事業所又は基準該当同行援護事業所(以下「指定同行援護事業所等」という。)の同行援護従業者が指定同行援護を行った場合にあっては，1回につき所定単位数の100分の15に相当する単位数を所定単位数に加算しているか。


	いる・いない

いる・いない

いる・いない
いる・いない

いる・いない
いる・いない

	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令
	特 記 事 項

	○２人の従業者により同行援護等を行うことについて利用者から
同意を得ている場合であっても，次の①から③までのいすれかに
該当する場合とする。
①障害者等の身体的理由により１人の従業者による介護が困難
　と認められる場合。
②暴力行為，著しい迷惑行為，器物破損行為等が認められる場合
③その他障害者等の状況等から判断して，第1号又は前号に準ず
　　ると認められる場合。
(1)　特定事業所加算(Ⅰ)

　　　　　　　　　所定単位数の100分の20に相当する単位数

(2)　特定事業所加算(Ⅱ)

所定単位数の100分の10に相当する単位数

(3)　特定事業所加算(Ⅲ)

所定単位数の100分の10に相当する単位数
(4)　特定事業所加算(Ⅳ)

所定単位数の100分の5に相当する単位数


	平18厚告523

　　　　別表第3の1の注5平18厚告546の一
平18厚告523

　　　　別表第3の1の注6
平18厚告523
別表第3の１の注7
平18厚告543の九準用(一)
平18厚告523
別表第3の１の注8

平21厚告176


	

	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	９ 緊急時対応加算

１０地域生活拠点等に係る加算
１１ 身体拘束等の廃止・
適正化のための取組が適切に行われていない場合の減算
１２
（２）初回加算

（３）利用者負担上限額管理加算
（４）喀痰吸引等支援体制加算　

	（９）利用者又はその家族等からの要請に基づき，指定同行援護事業所等のサービス提供責任者が同行援護計画の変更を行い，当該指定同行援護事業所等の同行援護従業者が当該利用者の同行援護計画において計画的に訪問することとなっていない指定同行援護を緊急に行った場合にあっては，利用者1人に対し，1月につき２回を限度として，1回につき100単位を加算しているか。
（１０）（９）の加算が算定されている指定同行援護事業所等が，別
に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして市
長に届け出た場合に，更に１回につき所定単位数に50単位を加
算しているか。
（１１） 指定障害福祉サービス基準第43条第2項において準用する
指定障害福祉サービス基準第35条の2第2項又は第3項に規定
する基準を満たしていない場合は，１日につき５単位を所定単位
数から減算しているか。

　　ただし，令和５年３月３１日までの間は､当該基準を満たしてい　
　　ない場合であっても減算しない。
（１２） 利用者が同行援護以外の障害福祉サービスを受けて
いる間又は指定通所支援若しくは指定入所支援を受けている間
に同行援護サービス費を算定していないか。

指定同行援護事業所等において，新規に同行援護計画を作成した利用者に対して，サービス提供責任者が初回若しくは初回の指定同行援護等を行った日の属する月に指定同行援護等を行った場合又は当該指定同行援護事業所等のその他の同行援護従業者が初回若しくは初回の指定同行援護等を行った日の属する月に指定同行援護等を行った際にサービス提供責任者が同行した場合に，1月につき所定単位数を加算しているか。

指定同行援護事業者が，指定障害福祉サービス基準第43条第2項において準用する指定障害福祉サービス基準第22条に規定する利用者負担額合計額の管理を行った場合に，1月につき所定単位数を加算しているか。
指定同行援護事業所等において，喀痰吸引等が必要な者に対して，登録特定行為事業者の認定特定行為従事者が，喀痰吸引等を行った場合に，1日につき所定単位数を加算ているか。

ただし，（１）の７の（１）の特定事業所加算(Ⅰ)を算定している場合は，算定しない。
	いる・いない
いる・いない
いる・いない
いる・いない
いる・いない
いる・いない

いる・いない

	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令
	特 記 事 項

	○初回加算　200単位

　利用者が，過去２月に，当該事業所から指定同行援護等の提供を
受けていない場合に算定。
○利用者負担上限額管理加算　150単位

「利用者負担額合計額の管理を行った場合」とは，利用者が，利
用者負担合計額の管理を行う指定障害福祉サービス事業所，指定
障害者支援施設等又は共生型障害福祉サービス事業所以外の障
害福祉サービスを受けた際に，上限額管理を行う事業所等が当該
利用者の負担額合計額の管理を行った場合をいう。
○喀痰吸引等支援体制加算　100単位


	平18厚告523
別表第3の１の注9

平18厚告523
別表第3の１の注10 

平18厚告523
別表第3の１の注11
平18厚告523
別表第3の１の注12
平18厚告523
別表第3の2の注

平18厚告523
別表第3の3の注

平18厚告523
別表第3の4の注


	

	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	（５）福祉・介護職員処遇
改善加算
（６）福祉・介護職員処遇改善特別加算
（令和３年度廃止）
（７） 福祉・介護職員等
特定処遇改善加算
	平成18年厚生労働省告示第543号「厚生労働大臣が定める基準」の十に適合している福祉・介護職員の賃金の改善等を実施しているものとして市長に届け出た指定同行援護事業所等が，利用者に対し，指定同行援護等を行った場合に，当該基準に掲げる区分に従い，令和６年３月３１日までの間，「チェックポイント」欄に掲げる単位数を所定単位数に加算しているか。

ただし，「チェックポイント」欄に掲げるいずれかの加算を算定している場合にあっては，次に掲げるその他の加算は算定しない。
※（Ⅳ）及び（Ⅴ）については廃止。ただし、令和３年３月末時点で
同加算を算定している事業所については、１年間の経過措置期間を
設ける。
平成18年厚生労働省告示第543号「厚生労働大臣が定める基準」の十に適合している福祉・介護職員を中心とした従業者の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事又は市町村長に届け出た指定同行援護事業所等が，利用者に対し，指定同行援護等を行った場合に，（１）から（４）までにより算定した単位数の1000分の41に相当する単位数を所定単位数に加算しているか。

ただし，（５）福祉・介護職員処遇改善加算を算定している場合にあっては，算定しない。
※福祉・介護職員処遇改善特別加算については廃止。ただし、令和３
年３月末時点で同加算を算定している事業所については、１年間の経過措置期間を設ける。
　平成18年厚生労働省告示第543号「厚生労働大臣が定める基準」の十一の二に適合している福祉・介護職員を中心とした従業者の賃金の改善等を実施しているものとして市長に届け出た指定同行援護事業所等が、利用者に対し、指定同行援護等を行った場合に、当該基準に掲げる区分に従い、「チェックポイント」欄に掲げる単位数を所定単位数に加算しているか。
ただし、「チェックポイント」欄に掲げる一方の加算を算定している場合にあっては、次に掲げる他方の加算は算定しない。


	いる・いない
該当・非該当
いる・いない
該当・非該当
いる・いない


	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令
	特 記 事 項

	○福祉・介護職員処遇改善加算

イ　福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅰ)
（１）から（４）までにより算定した単位数の1000分の274 に相当する単位数
ロ　福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅱ)
イにより算定した単位数の1000分の200に相当する単位数
ハ　福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅲ)
イにより算定した単位数の1000分の111に相当する単位数
ニ　福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅳ)
ハにより算定した単位数の100分の90に相当する単位数
（令和３年度から廃止、経過措置あり）
ホ　福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅴ)
ハにより算定した単位数の100分の80に相当する単位数
（令和３年度から廃止、経過措置あり）
○福祉・介護職員等特定処遇改善加算

イ　福祉・介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ)

 　   （３）から（４）までにより算定した単位数の1000分の70 

に相当する単位数

ロ　福祉・介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) 

イにより算定した単位数の1000分の55に相当する単位
数
	平18厚告523
別表第3の5の注
平18厚告543の十準用(二)
平18厚告523
別表第3の6の注
平18厚告543の十一準用(三)
平18厚告523
別表第3の6の注
平18厚告543の十一の二準用(三の二)

	

	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	（１）行動援護サービス費
○ 行動援護サービス費
１　行動援護サービス費
２ 行動援護の所要時間に
ついて
２－２ 支援計画シート等
　が未作成の場合
	（１）次の①及び②のいずれにも該当する支援の度合（障害児にあってはこれに相当する支援の度合）にある利用者に対して，行動援護（当該利用者が居宅内や外出時における危険を伴う行動を予防又は回避するために必要な援護等をいう。）に係る指定障害福祉サービスの事業を行う者（指定行動援護事業者）が当該事業を行う事業所に置かれる従業者（行動援護従業者）が行動援護に係る指定障害福祉サービス（指定行動援護）を行った場合に，所定単位数を算定しているか。
　　①　区分3以上に該当していること。
　　②　平成18年厚生労働省告示第543号「厚生労働大臣が定める
基準」の十二の基準を満たしていること。
（２）指定行動援護を行った場合に，現に要した時間ではなく，行動援護計画及び支援計画シート等（以下「行動援護計画等」という。）に位置付けられた内容の指定行動援護を行うのに要する標準的な時間で所定単位数を算定しているか。
（２）－２ 指定行動援護の提供にあたって、支援計画シート等が作成されていない場合、所定単位数の100分の95に相当する単位数を算定しているか。
	いる・いない
いる・いない

いる・いない

	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令
	特 記 事 項

	別表「介護給付費等単位数表」第４
１ 行動援護サービス費
　イ　所要時間30分未満の場合
　ロ　所要時間30分以上1時間未満の場合
　ハ　所要時間1時間以上1時間30分未満の場合
　ニ　所要時間1時間30分以上2時間未満の場合
　ホ　所要時間2時間以上2時間30分未満の場合
　ヘ　所要時間2時間30分以上3時間未満の場合
○別に厚生労働大臣が定める基準
（平成18年厚生労働省告示第543・第4号）
障害支援区分に係る市町村審査会による審査及び判定の基準等
に関する省令第1条第1項に規定する障害支援区分認定調査の結
果に基づき，同令別表第1における調査項目中，「行動関連項目」
について，別表第2に掲げる行動関連項目の欄の区分に応じ，そ
の行動関連項目が見られる頻度等をそれぞれ同表の０点の欄か
ら２点の欄までに当てはめて算出した点数の合計が１０点以上
であること。
○支援計画シート等の未作成減算
（1）算定される単位数
　　 所定単位数の100分の95とする。なお，当該所定単位数は各
　　 種加算がなされる前の単位数とし，各種加算を含めた単位数
　　 の合計数の100分の95となるものではないことに留意。
（2）支援計画シート等未作成減算については，行動障害を有する
　　 者への支援について，関係者間で必要な情報を共有し，一貫
　　 性のある支援を行うために，支援計画シート等を作成するこ
　　 とが重要であることに鑑み，支援計画シート等の作成が適切
　　 に行われていない場合に報酬告示の規定に基づき，介護給付
　　 費を減算することとしているものである。
（3）具体的には，次のいずれかに該当する月から当該状態が解消
　　 されるに至った月の前月まで，次のいずれかに該当する利用
　　 者につき減算するものである。

　　　①サービス提供責任者等による指揮の下，支援計画シート等
　　　　が作成されていないこと。
　　　②支援計画シート等の作成に係る一連の業務が適切に行わ
れていないこと。
	平18厚告523
別表第4の１の注１
平18厚告543の十二準用(四)
平18厚告523
別表第4の１の注2
平18厚告523
別表第4の１の注2の2
	

	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	３ 所定単位数の取扱いに
　ついて

４ ２人の行動援護従業者
　による場合
５ その他
６ 特定事業所加算

７ 特別地域加算


	（３）平成18年厚生労働省告示第548号「厚生労働大臣が定める者」の十一に定める者が，指定行動援護を行った場合に，所定単位数を算定しているか。
　　　
（４）平成18年厚生労働省告示第546号「厚生労働大臣が定める要件」の一を満たす場合であって，同時に2人の行動援護従業者が1人の利用者に対して指定行動援護を行った場合に，それぞれの行動援護従業者が行う指定行動援護等につき所定単位数を算定しているか。
（５）行動援護サービス費は，1日1回のみの算定となっているか。
（６）平成18年厚生労働省告示第543号「厚生労働大臣が定める基準」の十三に適合しているものとして市長に届け出た指定行動援護事業所において，指定行動援護を行った場合にあっては，当該基準に掲げる区分に従い，1回につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算しているか。
ただし，次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にあっては，次に掲げるその他の加算は算定しない。
（７）平成21年厚生労働省告示第176号「厚生労働大臣が定める地域」に居住している利用者に対して，指定行動援護事業所の行動援護従業者が指定行動援護等を行った場合にあっては，1回につき所定単位数の100分の15に相当する単位数を所定単位数に加算しているか。

	いる・いない

いる・いない
いる・いない
いる・いない

いる・いない



	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令
	特 記 事 項

	○所定単位数等の取扱いについて

行動援護従業者養成研修課程修了者又は強度行動障害支援者養

成研修（実践研修）修了者であって、知的障害者、知的障害児又
は精神障害者の直接支援業務に１年以上の従事経験を有する者
が行動援護を行う場合に所定単位数を算定する。ただし、令和３
年３月３１日において初任者研修課程修了者等であって、知的障
害者、知的障害児又は精神障害者の直接支援業務に２年以上の従
事経験を有する者にあっては、令和６年３月３１日までの間は、
当該基準に適合するものとみなす。
○２人の従業者により居宅介護等を行うことについて利用者から
同意を得ている場合であっても，次の①から③までのいすれかに
該当する場合とする。
①障害者等の身体的理由により１人の従業者による介護が困難
　と認められる場合。
②暴力行為，著しい迷惑行為，器物破損行為等が認められる場合
③その他障害者等の状況等から判断して，第1号又は前号に準ず
　　ると認められる場合
○特定事業所加算

(1)　特定事業所加算(Ⅰ)

　　　　　　　　　所定単位数の100分の20に相当する単位数

(2)　特定事業所加算(Ⅱ)

所定単位数の100分の10に相当する単位数

(3)　特定事業所加算(Ⅲ)

所定単位数の100分の10に相当する単位数

(4)　特定事業所加算(Ⅳ)

所定単位数の100分の5に相当する単位数


	平18厚告523
別表第4の１の注3
平18厚告548の十一
平18厚告523
別表第4の１の注4
平18厚告546の一
平18厚告523
別表第4の１の注5
平18厚告523
別表第4の１の注6
平18厚告543の十三準用（一）
平18厚告523
別表第4の１の注7
平21厚告176


	

	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	８ 緊急時対応加算
９地域生活拠点等に係る加算
１０ 身体拘束等の廃止・
適正化のための取組が適切に行われていない場合の減算
１１
（２）初回加算
（３）利用者負担上限額管理加算
（４）喀痰吸引等支援体制加算


	（８）利用者又はその家族等からの要請に基づき，指定行動援護事業所等のサービス提供責任者が行動援護計画等の変更を行い，当該指定行動援護事業所等の行動援護従事者が当該利用者の行動援護計画等において計画的に訪問することとなっていない指定行動援護等を緊急に行った場合にあっては，利用者1人に対し，1月につき2回を限度として，1回につき100単位を加算しているか。
（９）（８）の加算が算定されている指定行動援護事業所等が，別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして市長に届け出た場合に，更に１回につき所定単位数に50単位を加
算しているか。
（１０） 指定障害福祉サービス基準第43条第2項において準用する
指定障害福祉サービス基準第35条の2第2項又は第3項に規定
する基準を満たしていない場合は，１日につき５単位を所定単位
数から減算しているか。

　　ただし，令和５年３月３１日までの間は､当該基準を満たしてい　
　　ない場合であっても減算しない。
（１１）利用者が行動援護以外の障害福祉サービスを受けている間又は障害児通所支援若しくは障害児入所支援を受けている間に，行動援護サービス費を算定していないか。
　指定行動援護事業所等において，新規に行動援護計画を作成した利用者に対して，サービス提供責任者が初回若しくは初回の指定行動援護等を行った日の属する月に指定行動援護事業所等を行った場合又は当該指定行動援護事業所等のその他の行動援護従業者が初回若しくは初回の指定行動援護等を行った日の属する月に指定行動援護等を行った際にサービス提供責任者が同行した場合に，1月につき所定単位数を加算しているか。
　指定行動援護事業者が，指定障害福祉サービス基準第43条第2項において準用する指定障害福祉サービス基準第22条に規定する利用者負担額合計額の管理を行った場合に，1月につき所定単位数を加算しているか。
指定行動援護事業所等において，喀痰吸引等が必要な者に対して，登録特定行為事業者の認定特定行為従事者が，喀痰吸引等を行った場合に，1日につき所定単位数を加算しているか。

ただし，（１）－６の特定事業所加算(Ⅰ)を算定している場合は，算定しない。
	いる・いない

いる・いない
いる・いない
いる・いない
いる・いない
いる・いない

いる・いない


	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令
	特 記 事 項

	○初回加算　200単位

　　利用者が，過去２月に，当該事業所から指定行動援護等の提供
を受けていない場合に算定。
○利用者負担上限額管理加算　150単位
「利用者負担額合計額の管理を行った場合」とは，利用者が，
利用者負担合計額の管理を行う指定障害福祉サービス事業所又
は指定障害者支援施設等又は共生型障害福祉サービス事業所以
外の障害福祉サービスを受けた際に，上限額管理を行う事業所等
が当該利用者の負担額合計額の管理を行った場合をいう。
○喀痰吸引等支援体制加算　100単位


	平18厚告523
別表第4の１の注8
平18厚告523
別表第4の１の注11
平18厚告523
別表第4の2の注
平18厚告523
別表第4の3の注
平18厚告523
別表第4の4の注


	

	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	（４）－２
 行動障害支援指導連携加
算
（５）福祉・介護職員処遇改善加算
（６）福祉・介護職員処遇改善特別加算
（令和３年度廃止）
(７) 福祉・介護職員等特定処遇改善加算

	支援計画シート等を作成した者が、指定重度訪問介護事業所等のサービス提供責任者に同行して利用者の居宅を訪問し、心身状況等の評価をサービス提供責任者と共同で行い，かつ，当該サービス提供責任者に対して，重度訪問介護計画を作成するうえでの必要な助言及び指導を行ったときは、指定重度訪問介護等に移行する日の属する月（翌月に移行することが確実に見込まれる場合であって、移行する日が翌月の初日等であるときにあっては、移行をする日が属する月の前日）につき１回を限度として，所定単位数を加算しているか。
平成18年厚生労働省告示第543号「厚生労働大臣が定める基準」の十四に適合している福祉・介護職員の賃金の改善等を実施しているものとして市長に届け出た指定行動援護事業所等が，利用者に対し，指定行動援護等を行った場合に，当該基準に掲げる区分に従い，令和６年３月３１日までの間「チェックポイント」欄に掲げる単位数を所定単位数に加算しているか。

ただし，「チェックポイント」欄に掲げるいずれかの加算を算定している場合にあっては，次に掲げるその他の加算は算定しない。

※（Ⅳ）及び（Ⅴ）については廃止。ただし、令和３年３月末時点で同加算を算定している事業所については、１年間の経過措置期間を設ける。
平成18年厚生労働省告示第543号「厚生労働大臣が定める基準」の十五に適合している福祉・介護職員を中心とした従業者の賃金の改善等を実施しているものとして市長に届け出た指定行動援護事業所等が，利用者に対し，指定行動援護等を行った場合に，（１）から（４）-２までにより算定した単位数の1000分の34に相当する単位数を所定単位数に加算しているか。

ただし，（５）の福祉・介護職員処遇改善加算を算定している場合にあっては，算定しない。
※福祉・介護職員処遇改善特別加算については廃止。ただし、令和３年３月末時点で同加算を算定している事業所については、１年間の経過措置期間を設ける。
　平成18年厚生労働省告示第543号「厚生労働大臣が定める基準」の十五の二に適合している福祉・介護職員を中心とした従業者の賃金の改善等を実施しているものとして市長に届け出た指定行動援護事業所等が、利用者に対し、指定行動援護等を行った場合に、当該基準に掲げる区分に従い、「チェックポイント」欄に掲げる単位数を所定単位数に加算しているか。
ただし、「チェックポイント」欄に掲げる一方の加算を算定している場合にあっては、次に掲げる他方の加算は算定しない。


	いる・いない
いる・いない

該当・非該当
いる・いない
該当・非該当
いる・いない

	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令
	特 記 事 項

	○行動障害支援指導連携加算　　273単位

○福祉・介護職員処遇改善加算
イ　福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅰ)
（１）から（４）－２までにより算定した単位数の1000分の239 に相当する単位数
ロ　福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅱ)
イにより算定した単位数の1000分の175に相当する単位数
ハ　福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅲ)
イにより算定した単位数の1000分の97に相当する単位数
ニ　福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅳ)
ハにより算定した単位数の100分の90に相当する単位数
（令和３年度から廃止、経過措置あり）

ホ　福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅴ)
ハにより算定した単位数の100分の80に相当する単位数
（令和３年度から廃止、経過措置あり）

○福祉・介護職員等特定処遇改善加算
　イ　福祉・介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ)
（１）から（４）－２までにより算定した単位数の1000分の70 に相当する単位数
ロ　福祉・介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) 
（１）から（４）－２までにより算定した単位数の1000分の55 に相当する単位数
	平18厚告523
別表第4の4の2の注

平18厚告523
別表第4の5の注

平18厚告543の十四準用(二)
平18厚告523
別表第4の6の注

平18厚告543の十五準用(三)
平18厚告523
別表第4の6の注

平18厚告543の十五の二準用(三の二)

	

	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令
	特 記 事 項

	（参考）
※　算定上における端数処理について
　①　単位数算定の際の端数処理
　　　単位数の算定については，基本となる単位数に加減算の計算（何らかの割合を乗ずる計算に限る。）を行う度に，小数点以下の端数処理（四捨五入）を行っていくこととする。
　　　つまり，絶えず整数値に割合を乗じていく計算になる。
（例）居宅介護
（居宅における身体介護2時間30分以上3時間未満で815単位）
　　・　基礎研修課程修了者の場合　所定単位数の70％
　　　　　　815×0.70＝570.5　→　571単位
　　・　基礎研修課程修了者で深夜の場合
　　　　　　571×1.5＝856.5 　→　857単位
　※815×0.70×1.5＝855.75として四捨五入するのではない。
　　なお，サービスコードについては，加算等を加えた一体型の合成コードとして作成しており，その合成単位数は，既に端数処理をした単位数（整数値）である。

②　金額換算の際の端数処理
　　　算定された単位数から金額に換算する際に生ずる一円未満（小数点以下）の端数については「切り捨て」とする。
（例）上記①の事例で，このサービスを月に4回提供した場合

（地域区分は１級地）
　　・　857単位×4回＝3,428単位
　　・　3,428単位×11.20円／単位＝38,393.6円 → 38,393円
	平18障発第1031001
第二1(1)①

平18障発第1031001
第二1(1)②
	


（参考）　主な根拠法令等
	区分
	略　　号
	法　　　　令　　　　等　　　　名

	法
	法
	障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年11月7日，法律第123号）

	政令
	施行令
	障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成18年1月25日，政令第10号）

	省令
	施行規則
	障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成18年2月28日，厚生労働省令第19号）

	
	平18厚令40
	障害支援区分に係る市町村審査会による審査及び判定の基準等に関する省令（平成26年，厚生労働省令第5号）

	
	平18厚令171
	障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営に関する基準（平成18年9月29日，厚生労働省令第171号）

	告示
	平18厚告169
	廃止前の障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービス及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成18年9月29日，厚生労働省告示第169号）

	
	平18厚告523
	障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成18年9月29日，厚生労働省告示第523号）

	
	平18厚告538
	指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの（平成18年9月29日，厚生労働省告示第538号）

	
	平18厚告539
	厚生労働大臣が定める一単位の単価（平成18年9月29日，厚生労働省告示第539号）

	
	平18厚告543
	厚生労働大臣が定める基準（平成18年9月29日，厚生労働省告示第543号）

	
	平18厚告546
	厚生労働大臣が定める要件（平成18年9月29日，厚生労働省告示第546号）

	
	平18厚告548
	厚生労働大臣が定める者（平成18年9月29日，厚生労働省告示第548号）

	
	平21厚告176
	障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等に基づき厚生労働大臣が定める地域（平成21年3月3日，厚生労働省告示第176号）

	通知等
	平18障発第1206001号
	障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営に関する基準について（平成18年12月6日，障発第1206001号）

	
	平18障発第1031001号
	障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について（平成18年1月31日，障発第1031001号）

	
	平17障発第1020001号
	障害者（児）施設における虐待の防止について（平成17年1月2日，障発第1020001号）

	市条例
	市条例第52号
	鹿児島市指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営に関する条例（平成24年12月25日，条例第52号）
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